
○人と企業の地方分散 
  ・ふるさと企業減税 
  ・大学の地方分散 
 

○ふるさと政策の新しい展開 
  ・「ふるさとの日」の法制化 

福  井  県 

平成２６年７月３１日 

福井県恐竜ブランドキャラクター「Juratic」  

サウタン  ラプト ティッチー  

地方活性化につながる「人口減対策」について 



人口減少問題への対応 ～人と企業の地方移転～ 

・出生率の低い東京に、人と企業の集中が加速 
・人口減少問題に対応するためには、出生率の高い地方への人と企業の移転を進めることが急務 
・仮に、東京の若い女性の半分が福井に移住したと想定すると、出生数は２４％増加 
・東京は、地方に比べ子育てがしにくく、仕事との両立が難しい環境 

東 京 全国計 東京の割合 

合計特殊出生率(H25) １．１３ １．４３ （福井1.60) 

面 積 (H25) 2,189ｋ㎡ 377,962ｋ㎡ 0.6％ 

人 口 (H25) 13,300千人 127,298千人 10.4％ 

上場企業数  (H25) 1,731社 3,525社 49.1％ 

県別法人税額（H24) 4兆3,573億円 9兆2,040億円 47.3％ 

H23 H24 H25 

東京都 33,755人 34,055人 69,795人 

① 東京の占める割合 ②東京における社会増の推移 
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20～30代の 
女性数 

合計特殊 
出生率 

30年間の 
出生数計 

東京(a) 926,000人 １．１３ 728,993人 

福井(b) 926,000人 １．６０ 903,330人 

差(b)-(a) － ０．４７ 174,337人 

③東京の女性（20～30代）の半数が福井へ移住した場合の出生数試算 
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④女性の年齢別労働力率（M字カーブ） 

倍増 

出典：平成２２年国勢調査 



 
 

 
 
 

 
ふるさと企業減税 

 
 

                  ② さらに５%減（1.6兆円） 

                                            ② ３%減（1.4兆円） 

○兆円 

地   方 東  京 

財源の一部を確保 

（％） 

・「人口減対策」「成長戦略」「財政再建」という国が直面する３つの課題を解決する手段として、「法人税の減税」
に着目 

・国が検討を進めている法人実効税率の引下げに当たり、地方(東京以外)の法人税について税額控除を設け、 
減税額を東京より大きくすることにより、人と企業の地方移転を促進 

・赤字法人への対応 
  欠損金の 
   繰越控除制度(2.3兆円) 

  外形標準課税 
・租税特別措置  (1.0兆円) 

・減価償却制度 
 

※ ( )は、H24の税負担軽減措置の
実績 

課税ベース拡大に向けた 
既存制度の見直し 

※ 法人実効税率の引下げ 
全国一律１％当たり4,700億円の減税  

←仏国（約33%） 

←独国（約30%） 

←中国（約25%） 
←韓国（約24%） 

①全国一律６%減（3兆円） 

                 

① 国が検討している全国一律に法人実効税率を２０％台に引下げる場合 
 ・６％（総額約３兆円）の減税 

 
② 全体の減税額３兆円を概ね維持したまま、東京３％、地方８％と実質的な 
減税率に差を設ける 。 

税額控除による地方の法人税減 

地方 ７      対     東京 ３ 
 

       現在の税収割合   2 

⇒東京と地方の税率差５％により人と企業の地方移転を促進 
   東京は仏・独なみ、 地方は中国・韓国なみの水準に 



大学の地方分散 

・地方では大学進学時に多くの若者が県外流出する一方、東京をはじめとする都市は全国から大学生を吸収 

・出生数に応じた大学定員の再配分など、大学の地方分散が必要 

・「知」の移転により、地域産業の高度化・活性化に貢献 

＜都道府県別の大学の定員と進学者のギャップ＞ 

3 

地元から進学してくる若者が増えている大学
は６１％にのぼり、若者の地元志向が高まって
いる。 

Ｑ大学の所在地と同じ都道府県から進学してくる若者が
10年前と比べ増えているか。 

出典：ＮＨＫ アンケート調査（2014.2） 

出典：平成２５年度学校基本調査 
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地方やふるさとの価値を再評価し、 「ふるさと」を大切に思う機運を醸成 

9/19 9/20 9/21 9/22 9/23 9/24 9/25 9/26 9/27 
土 日 月 火 水 木 金 土 日 

敬老の日 
（第3月曜） 

国民の休日 
（祝日の間） 

秋分の日 
（22～24） 

ふるさとの日 
（秋分の日の翌日） 

ふるさとウィーク（９月第４週） 

(２０１５年の場合) 

○秋分の日の翌日を「ふるさとの日」(祝日)に設定（９月第４週を「ふるさとウィーク」） 

 ・祖先を敬う秋分の日と併せ、「ふるさとの日」に故郷の両親や知人を思い、ふるさとの大切さを
再認識 

・敬老の日、秋分の日、国民の休日と併せて、９月に大型連休を創設 

○「休み方」の改革について検討を進め、有給休暇を活用した秋の連休の大型化等を促進する。 
 （経済財政運営と改革の基本方針2014 について（骨太の方針）） 

「ふるさとの日」（祝日）の法制化 

4 


